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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第16期第３四半期
連結累計期間

第17期第３四半期
連結累計期間

第16期

会計期間
自平成22年４月１日
至平成22年12月31日

自平成23年４月１日
至平成23年12月31日

自平成22年４月１日
至平成23年３月31日

売上高（百万円） 6,381 10,211 10,140

経常利益（百万円） 660 18 776

四半期（当期）純利益又は純損失

（△）（百万円）
264 △92 34

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
212 △353 △13

純資産額（百万円） 7,758 7,157 7,880

総資産額（百万円） 9,081 9,194 10,349

１株当たり四半期（当期）純利益金

額又は純損失金額（△）（円）
11,689.55 △4,075.23 1,516.10

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 81.6 71.8 69.3

　

回次
第16期第３四半期
連結会計期間

第17期第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成22年10月１日
至平成22年12月31日

自平成23年10月１日
至平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額又は純

損失金額（△）（円）
2,976.58 △3,440.12

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

４．第16期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

５．第16期第３四半期連結累計期間及び第16期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額の算定

にあたり、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30日）及び

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30

日）を適用し、遡及処理しております。
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２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しております。詳細については、「第４　経理の状

況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）　セグメント情報」の「３．報告セグメントの変更等に

関する事項」に記載のとおりであります。

EDINET提出書類

ｅ－まちタウン株式会社(E05068)

四半期報告書

 3/22



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

　

(1）業績の状況

e-まちタウングループ（以下「当社グループ」）では、「メディア事業」、「広告代理事業」、「ソリューション

事業」の３つの分野において事業を展開しております。当第３四半期連結累計期間においては、自社商品の強化を

テーマに、事業提携や、各サービスのスマートフォン対応などに取り組んでまいりました。

この結果、当社グループの当第３四半期連結累計期間における売上高は前年同期と比較して3,829百万円

（60.0％）増加の10,211百万円、営業利益は同378百万円（49.5％）減少の385百万円となりました。また経常利益

は、前年同期と比較して641百万円（97.1％）減少の18百万円となりました。四半期純損失は92百万円（前年同期は

四半期純利益264百万円）となりました。

なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分について、従来の「メディア広告事業」、「ソリュー

ション事業」の２区分から、「メディア事業」、「広告代理事業」、「ソリューション事業」の３区分に変更いたし

ました。以下に記載のセグメント別業績の前年同期比は、変更後のセグメント区分で組み替えた前年同期実績をも

とに算出しております。

　

なお、セグメント別の業績は次のとおりであります。

　

①メディア事業

メディア事業は、地域情報ポータルサイト「e-まちタウン」、宿泊予約ポータルサイト「ベストリザーブ」等の

業種別予約ポータルサイト事業を中心に展開しております。

「e-まちタウン」におきましては、掲載タウン数（運営サイト数）が320（第２四半期）から322へと展開し、順

調に伸張いたしました。また、Yahoo!ロコ等、その他飲食・宿泊等の業種別予約ポータルサイトにおきましては、東

日本大震災以降の予約数減少傾向からの回復途上であります。

以上により、当第３四半期連結累計期間におけるメディア事業の売上高は前年同期と比較して1,088百万円

（175.1％）増加の1,710百万円、営業利益は21百万円（74.2％）増加の51百万円となりました。

　

②広告代理事業

広告代理事業には、主にモバイル広告を取り扱う株式会社ファイブエニー、株式会社ファーストチャージが属し

ております。

当事業におきましては、取扱メディア数は4,894媒体（第２四半期比4.4％増）と継続して新規媒体の開拓を行い

ましたが、スマートフォン利用の急速な増大に対して、スマートフォン向け広告市場の成熟が遅れているという背

景もあり、広告出稿高減少の影響を受けた部分もありました。

以上により、当第３四半期連結累計期間における広告代理事業の売上高は前年同期と比較して219百万円

（6.6％）減少の3,100百万円、営業利益は139百万円（38.9％）減少の219百万円となりました。

　

③ソリューション事業

ソリューション事業には、前連結会計年度に連結子会社化したSBMグルメソリューションズ株式会社が運営する

「EPARK（イーパーク）」をはじめ、アミューズメント業界向けソリューションを提供する株式会社GOLUCK、不動産

業界向けソリューションを提供する株式会社エステートソリューション等が属しております。

「EPARK（イーパーク）」の導入店舗数は2,183店舗（第２四半期比24.7％増）、会員数は約487万人（第２四半

期比5.2％増）と順調に拡大しております。同事業は、強い市場競争力を持ち、かつ将来にわたって安定した利益と

高い成長率が想定されるため、第２四半期に引き続き、人的資源・開発費を集中的に投入いたしました。

以上により、当第３四半期連結累計期間におけるソリューション事業の売上高は前年同期と比較して2,914百万

円（113.9％）増加の5,472百万円、営業利益は264百万円（53.0％）減少の234百万円となりました。
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(2）財政状態の分析

 前連結会計年度末 当第３四半期連結会計期間末 増減

 百万円 百万円 百万円

総資産 10,349 9,194 △1,154

負債 2,469 2,036 △432

純資産 7,880 7,157 △722

総資産は、現金及び預金の減少等により、前連結会計年度末比で1,154百万円減少し9,194百万円となりました。

負債は、仕入債務及び未払金の減少等により、前連結会計年度末比で432百万円減少し2,036百万円となりました。

純資産は、利益剰余金の減少等により、前連結会計年度末比で722百万円減少し7,157百万円となりました。

　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

　

(4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 81,992

計 81,992

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 23,800 23,800
東京証券取引所

マザーズ

当社は単元株制度は採

用しておりません。

計 23,800 23,800 ― ―

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成24年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（百万円）

資本金
残高

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成23年10月１日～

平成23年12月31日
－ 23,800 － 1,410 － 1,316

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

　

①【発行済株式】

 平成23年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　　 1,200 －

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　   22,600 22,600 同上

発行済株式総数 23,800 － －

総株主の議決権 － 22,600 －

②【自己株式等】

 平成23年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

e-まちタウン株式会社
東京都豊島区南池袋３丁目

13－５
1,200 － 1,200 5.04

計 － 1,200 － 1,200 5.04

　

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

(1）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

　

(2）当社の四半期連結財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載しておりま

したが、当第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結累計期間より百万円単位で記載することに変更いたしま

した。

なお、比較を容易にするため、前連結会計年度及び前第３四半期連結累計期間についても百万円単位に組替え表

示しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平成

23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,886 1,213

売掛金 2,006 1,723

商品 136 107

繰延税金資産 28 10

その他 529 522

貸倒引当金 △35 △32

流動資産合計 4,552 3,545

固定資産

有形固定資産 60 79

無形固定資産

のれん 1,954 1,768

その他 324 427

無形固定資産合計 2,278 2,195

投資その他の資産

投資有価証券 3,219 3,024

長期貸付金 28 137

破産更生債権等 75 107

繰延税金資産 60 85

その他 198 227

貸倒引当金 △124 △208

投資その他の資産合計 3,458 3,373

固定資産合計 5,796 5,648

資産合計 10,349 9,194

負債の部

流動負債

買掛金 817 654

未払金 991 838

短期借入金 179 50

未払法人税等 212 158

未払消費税等 46 34

賞与引当金 24 27

ポイント引当金 7 5

その他 189 267

流動負債合計 2,469 2,036

負債合計 2,469 2,036
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,410 1,410

資本剰余金 1,316 1,316

利益剰余金 5,145 4,840

自己株式 △594 △594

株主資本合計 7,278 6,973

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △111 △372

その他の包括利益累計額合計 △111 △372

新株予約権 194 61

少数株主持分 517 494

純資産合計 7,880 7,157

負債純資産合計 10,349 9,194
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

売上高 6,381 10,211

売上原価 3,681 5,288

売上総利益 2,700 4,923

販売費及び一般管理費 1,936 4,537

営業利益 764 385

営業外収益

受取利息及び配当金 5 7

負ののれん償却額 2 －

その他 2 17

営業外収益合計 10 24

営業外費用

持分法による投資損失 93 335

貸倒引当金繰入額 13 49

その他 8 6

営業外費用合計 114 391

経常利益 660 18

特別利益

新株予約権戻入益 － 152

その他 40 15

特別利益合計 40 167

特別損失

固定資産除却損 49 21

投資有価証券評価損 － 72

子会社株式売却損 － 25

その他 26 9

特別損失合計 76 129

税金等調整前四半期純利益 624 57

法人税等 348 149

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

275 △92

少数株主利益又は少数株主損失（△） 11 △0

四半期純利益又は四半期純損失（△） 264 △92
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

275 △92

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △62 △261

その他の包括利益合計 △62 △261

四半期包括利益 212 △353

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 201 △353

少数株主に係る四半期包括利益 11 △0
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【会計方針の変更等】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

（１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用）

第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30

日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日）

を適用しております。

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オプ

ションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価額のう

ち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。

なお、これによる影響については、「１株当たり情報」に記載しております。

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

減価償却費 76百万円

のれんの償却額 78百万円

減価償却費 82百万円

のれんの償却額 185百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月17日

取締役会
普通株式 113 5,000平成22年３月31日平成22年６月28日利益剰余金

平成22年11月９日

取締役会
普通株式 113 5,000平成22年９月30日平成22年12月10日利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後と

なるもの

該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月16日

取締役会
普通株式 113 5,000平成23年３月31日平成23年６月27日利益剰余金

平成23年11月９日

取締役会
普通株式 113 5,000平成23年９月30日平成23年12月２日利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後と

なるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：百万円）

 
報告セグメント

合計
メディア広告事業 ソリューション事業

売上高    

外部顧客への売上高 3,846 2,535 6,381

セグメント間の内部売上高又

は振替高
40 22 63

計 3,886 2,558 6,444

セグメント利益 388 498 887

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

　 （単位：百万円）　

利益 金額  

報告セグメント計 887  

セグメント間取引消去 0  

全社費用（注） △123  

四半期連結損益計算書の営業利益 764  

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：百万円）

 
報告セグメント

合計
メディア事業 広告代理事業

ソリューショ
ン事業

売上高  　   

外部顧客への売上高 1,691 3,048 5,471 10,211

セグメント間の内部売上高又

は振替高
18 51 1 72

計 1,710 3,100 5,472 10,283

セグメント利益 51 219 234 505

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

 （単位：百万円）　

利益 金額 　

報告セグメント計 505 　

全社費用（注） △119 　

四半期連結損益計算書の営業利益 385 　

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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３．報告セグメントの変更等に関する事項

当社は、第１四半期連結会計期間より、従来の「メディア広告事業」、「ソリューション事業」の２区分

から、「メディア事業」、「広告代理事業」、「ソリューション事業」の３つの報告セグメントに変更いた

しました。

前第３四半期連結累計期間のセグメント情報を当第３四半期連結累計期間において用いた報告セグメ

ントにより区分すると次のとおりとなります。

　

前第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）

　 （単位：百万円）

 
報告セグメント

合計
メディア事業 広告代理事業

ソリューショ
ン事業

売上高  　   

外部顧客への売上高 590 3,255 2,535 6,381

セグメント間の内部売上高又

は振替高
31 64 22 118

計 621 3,319 2,558 6,499

セグメント利益 29 359 498 887

　

 （単位：百万円）　

利益 金額 　

報告セグメント計 887 　

セグメント間取引消去 0 　

全社費用（注） △123 　

四半期連結損益計算書の営業利益 764 　

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
11,689円55銭 △4,075円23銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（百万円）
264 △92

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（百万円）
264 △92

普通株式の期中平均株式数（株） 22,600 22,600

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　

（会計方針の変更）

第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年

６月30日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22

年６月30日）を適用しており、前第３四半期連結累計期間についても遡及処理を行っております。

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・

オプションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正

な評価額のうち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。

これらの会計基準等を適用しなかった場合の前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額は、11,681円44銭であります。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

（剰余金の配当）

平成23年11月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額　　　　　　　　113百万円

（ロ）１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　5,000円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　平成23年12月２日

（注）　平成23年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

ｅ－まちタウン株式会社(E05068)

四半期報告書

21/22



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年２月14日

e-まちタウン株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 台　祐二　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 塚原　克哲　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 中村　太郎　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているe-まちタウン株式
会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から
平成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連
結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半
期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、
分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、e-まちタウン株式会社及び連結子会社の平成23年12月31日現在の財政
状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて
の重要な点において認められなかった。
 
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
　
 
（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。
２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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